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「人口減少対策に養子縁組を」

最近、親による子どもの育児放棄や虐待による死亡事件など、痛ましい

ニュースが続いている。国を挙げて人口減少に歯止めをかける議論をして

いるさなかに、何とも残念でならない。日本での虐待による子どもの死亡

件数は2011年4月から2012年3月の1年間で50件を超え、1週間に約一人の

子どもが命を落としていることになる。また、児童相談所における児童虐

待相談対応件数も、1990年の1,101件から2013年には73,765件と23年間

で67倍に増えている。

せっかく生まれてきた命を捨てる親もいれば、望んでも授からない人も

いる。それならば、養子縁組の促進により双方を結び付ける制度を強化し

てはどうかと、日本創成会議の人口減少問題検討分科会に参加しながら考

えた。この10年ほど、日本での養子縁組は1,300件前後で推移しているが、

内6歳未満が対象の特別養子縁組は年間300件前後とのことだ。日本には、

昔から家督相続のために親戚から養子をとる習慣があったが、血縁以外で

特に6歳未満の特別養子縁組は、他国に比べて少ない。

アメリカでは、人口10万人当たりの18歳未満の縁組数が172.6件（2001年）

なのに対し、日本は7.7件（1995年）と少ない。日本は施設での養育が多く、

里親制度などを使い家庭的環境で暮らす子どもの割合も、欧米諸国は8割

と高いのに比べ、日本は1割と低い。1970年に渡米した際にお世話になった

ホストファミリーの教会関係の友人ご夫妻には、実子が三人いたが、障害

のある子どもを二人養子にして育てていた。

一方、日本で不妊治療をしている夫婦は、厚生労働省の特定不妊治療費

助成制度を受けた延件数によると、2012年度までで134,943件である。同じ

夫婦が不妊治療費の助成を受けられる限度数の10回を全員が受けたと仮定

すると、13,494組の夫婦が子どもを望んでいることになる。不妊治療による

成功率は方法や年齢によって異なるようだが、2割から4割との統計がある。

もし、成功しなかった夫婦が全員「実子ではなく養子でもよい」と考えたと

仮定すれば、約8,000人から10,800人の子どもに家族ができることになり、

虐待されている73,765人の子どもの1割以上を救うことも可能になる。

もちろん、現実はこの机上の計算のように単純ではない。とはいえ、人口

減少に歯止めをかけるためには、可能な手立てをすべて講じる必要がある。

【ニュージーランド／マオリクロス】
9世紀頃、ニュージーランドを開拓したのがマオリ
人といわれています。この文様は、4種に分割したパ
ターンが独特で、東南アジア的雰囲気があります。

今月の表紙：世界の文様シリーズ


